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Ｊ-ＲＥＩＴレポート

成長が期待されるＪ-ＲＥＩＴ市場

 政府はアベノミクスの成長戦略「未来投資戦略2017」において、リート等の資産総額を2020年頃ま
でに約30兆円に倍増させることを目指す。

 国土交通省は「不動産投資市場の成長に向けたアクションプラン」を策定し、土地・不動産分野の改
革を加速する方針。

 不動産市場の活性化による J-REIT市場への投資機会増加が期待される。

（審査確認番号H29-TB192）

出所）図表1は国土交通省資料、図表2は不動産証券化協会、図表3は投資信託協会データをもとにニッセイアセットマネジメント作成

2020年頃までに資産総額倍増へ

政府は成長戦略「未来投資戦略2017」を策定し、「第４次産業革命」（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット、シェアリングエコノミー等）を推進し、様々な社会課題を解決する「Society 5.0」を実現すること
を目標としています。その中には、「インフラの生産性と都市の競争力の向上」を図るために、投資家の利便
性・信頼性の向上等につながる環境整備を2017年度中を目途に行い、2020年頃までにリート等の資産総額を
約30兆円に倍増させる方針が盛り込まれています。
国土交通省は6月、「不動産投資市場の成長に向けたアクションプラン」をとりまとめました。 ①ＣＲＥ（企
業不動産）等の改革、② リート市場等の改革、③不動産投資家の投資環境の改革、④人材育成の改革といった
取組みを進め、土地、不動産分野の改革を加速することで、政府の目標を達成していく方針です（図表1） 。
特に成長性の高いヘルスケア施設やホテル、物流施設等のリートの拡充を図るものとみられます。また、私募
リートの組成を促し、投資対象不動産の用途や地域の拡大を通じた不動産開発の促進、商品の多様化を図る見
込みです（図表2、3） 。
Ｊ-ＲＥＩＴ市場は世界的な金利上昇懸念や、2018年のオフィス大量供給懸念等から軟調に推移していますが、
予想配当利回り水準（7月には一時4.20％まで上昇）等からみて割安な水準にあるものと判断しています。
上記政府の取り組みが進展すれば、Ｊ-ＲＥＩＴ市場の一層の活性化を促し、新たな投資資金を呼び込むきっか
けになるものとみています。

図表1：アクションプランの概要

CRE等の改革（企業不動産等の活性化）

 企業等が保有する不動産ストックの成長性の高い資産等への
転換を進めるため、ガイドラインの改訂やフォーラムの開催
等を通じ、これまでCREの有効活用に積極的ではなかった業
界・団体におけるCRE戦略の導入・実施を促す。

リート市場等の改革

 成長分野で拡大する不動産需要に対し、不動産ストックの
価値向上を支えるために必要な資金を調達する不動産投資
市場の機能向上を図る。

不動産投資家の投資環境の改革

 多様な投資家からの投資を呼び込むため、不動産情報基盤の
充実等、不動産投資環境の整備を進める。

人材育成の改革

 これら3つの改革に必要な人材を確保するため、産官学金が
連携して人材育成の機会の提供等を促進する。

図表2：Ｊ-ＲＥＩＴ保有不動産の用途別比率

図表3：私募リートと公募リートの資産推移

2017年6月末時点（取得価格ベース）


